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Ⅰ　次世代育成に関する要望
１．子育て支援施策の充実
(１)　安心こども基金について
①　保育所整備補助の充実
保育所整備については、待機児童解消のための緊急整備とともに、耐震化など防火・防災対策にも十分取り組めるよう、安心こども基金の期間延長及び積み増しにより財源を確保すること。
また、地域の社会福祉施設である保育所のバリアフリー化を促進する観点から、エレベーターの整備に要する経費を「特殊附帯工事費加算」の対象とすること。さらに、エレベーター設置後の維持管理に係る負担軽減を図る観点から、保育所運営費負担金の改善等の措置を講じること。
②　ひとり親家庭等への就業支援の拡充
ひとり親家庭等への就業支援については、在宅就業という対象範囲に限定せず、幅広く地域の実情にあわせて就業支援を実施できる等、補助対象要件を緩和するとともに、基金期間の延長により、財源を確保すること。
(２)　制度改革及び規制緩和について
①　「子ども・子育て支援新制度」について
　　　「子ども・子育て支援新制度」における保育サービス及び放課後児童クラブ等子育て支援施策の制度改革・規制緩和については、地方に新たな事務や財政負担が生じることが見込まれるため、地方の意見を十分に反映させるとともに、制度の本格実施までに十分な準備期間を設けること。
　　　また、地方が自らの責任と創意工夫で多様な保育サービス等が提供できる仕組みになるよう、国と地方の役割分担を明確にし、それに伴い必要となる十分な財源を恒久的・安定的に措置すること。
②　保育分野における義務付け・枠付けの改善
　　　認可保育所における面積基準の参酌・標準化など義務付け・枠付けの改善を図ること。
③　放課後子どもプランの充実
「放課後子どもプラン」について、｢放課後児童健全育成事業｣と「放課後子ども教室推進事業」との更なる連携が図られるよう、また、現行の水準を維持するのみでなく、一層の充実が図られるよう配慮すること。
特に、市町村の実情を踏まえた国庫補助基準額の改善、障がい児の放課後児童クラブ受入れ促進のための支援策などの制度の充実を図ること。
２．児童家庭福祉施策の充実
(１)　児童虐待対策の充実について
①　児童相談所における人員体制の強化等
児童相談所における人員体制の強化を図るため、職員配置基準について、人口に基づく基準ではなく、職員一人当たりの担当相談数を基礎とするなど、見直しを行うこと。
また、事故か虐待かの判断が難しいケースに対して複数の専門的立場からの意見を反映させることができる仕組みを整備すること。
②　市町村における相談体制等の充実
市町村における相談体制の充実を図るため、市町村の規模及び対応件数に応じた人員配置基準や職員の任用基準を明確に示すとともに、児童虐待通告窓口及び要保護児童対策地域協議会の調整機関としての機能が保持できるよう、人員体制の整備と人材養成に要する費用に対し十分な財源措置を講じること。
(２)　児童福祉施設の運営体制・機能の強化について
　　入所児童等への援助の質の向上を図るため、ケアの質の確保を図る基幹的職員や夜間の援助の充実等に資するよう、職員配置基準のさらなる改善を行うとともに、必要な財源措置を講じること。また、知的障がい児または知的に境界域にある児童や発達障がい児等を受け入れている場合は、当該児童の受け入れ人数に応じた加算制度を創設すること、さらに、被虐待児受入加算費については、一年間だけでなく必要な期間、加算措置を行うなど、処遇困難な児童へのきめ細かな対応に必要な財源措置を講じること。
　　あわせて、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準により定められた設備基準を既存の施設においても満たすことができるよう、ハード交付金の拡充や新しい補助制度の創設など、適切な財源措置を講ずること。
(３)　児童養護施設等の小規模化・家庭的養護の推進について　
児童養護施設等の小規模化・家庭的養護を推進するため、都道府県推進計画策定において規定すべき内容等を早急に示すとともに、都道府県と指定都市の連携・調整が円滑に図れるよう配慮すること。都道府県推進計画策定においては、地域の実情に応じた柔軟な目標設定を可能とするとともに、施設が小規模化や地域分散化、高機能化に取り組めるよう新たな財源措置を講ずること。
(４)　措置に基づく都道府県と民間施設の関係等について
平成19年１月25日の最高裁判決において、「①児童福祉法第27条第１項第３号の措置に基づき、社会福祉法人の設置運営する児童養護施設に入所した児童を養育監護する施設の職員等は、都道府県の公権力の行使に当たる公務員とみなす。」、「②国又は地方公共団体以外の者の被用者が第三者に損害を与えた場合であっても、当該被用者の行為が公権力の行使に当たるとして国等が国家賠償法第１条第１項に基づく損害賠償責任を負うときは、使用者は民法第715条に基づく損害賠償責任を負わない。」とされたところであり、入所中の児童の事故等の責任について、故意又は重大な過失を除き、都道府県が損害賠償責任を負うことになる。
この判決は、「措置制度」全体に大きな影響を与えることから、国においては、判決に対する見解を示すとともに、都道府県と施設の関係、損害賠償金の確保等、今後の対応方針・対策について、早急に示すこと。
(５)　母子家庭等自立支援対策の推進について
①　児童扶養手当制度等の運用
児童扶養手当の一部支給停止措置適用除外に伴う受給資格者の事務手続きが複雑で負担が大きいことから速やかに廃止すること。なお、それまでの間は、増加する支給事務に必要な費用については、国において財政措置を講じること。
また、母子家庭の母が就労収入の増加に伴い可処分所得を着実に伸ばすため、児童扶養手当の所得制限限度額の見直しや税制上の寡婦控除を定額控除から定率控除に転換し、収入が増えると控除額も増加するなど、自助努力が報われる仕組みを検討すること。
②　母子家庭等就業支援施策のさらなる推進
母子家庭の母等を正規雇用した企業に対する特定求職者雇用開発助成金をはじめとするインセンティブの充実など、母子家庭等の正規雇用を促進するための仕組みを検討すること。
Ⅱ　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進
(１)　障がい者福祉制度の充実について　
　①　新たな障がい者福祉制度の創設
障害者総合支援法においては、常時介護を要する障がい者に対する支援や、障がい者の就労支援などの障がい者福祉サービスの在り方など「骨格提言」に位置づけられた内容の多くが、引き続き検討事項とされているが、これらの検討にあたっては、障がい当事者をはじめ実施主体である地方公共団体と十分に協議を行うとともに、将来にわたって安定した運営ができるよう国において必要な財源を確保すること。
また、平成26年4月に施行される障がい支援区分の創設等の制度改正についても、広く意見を聞きつつ制度設計を図るとともに、新制度の円滑な施行に支障がないよう早期の情報提供や十分な準備期間の確保、新制度に対応するためのシステム改修や制度周知等に係る財源措置を講ずること。
　②　障がい者自立支援対策臨時特例基金事業の制度化
平成24年度末で終了した障がい者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業については、一部事業は地域生活支援事業への移行等がなされたところであるが、引き続き円滑な実施が図られるよう必要な財源措置等を講ずること。
また、移行等されなかった事業についても、実情を鑑み、必要性の把握に努め、制度化等を図ること。
(２)　支給決定手続きや基準の透明化、明確化について
障害者総合支援法においては、障がい支援区分の認定を含めた支給決定の在り方について、法の施行後３年を目途として検討することとなっているが、障がい福祉サービス等給付のための判断基準について、明確な基準の確立に向け、地方公共団体等関係団体の意見を十分に聴取するとともに、その検討状況を明らかにすること。
なお、障がい支援区分の創設にあたっては、区分認定が知的障がい者及び精神障がい者の特性に応じて行われるよう適切な配慮を行うこととされているが、これらの検討にあたっては、例えば強度行動障がい等、現行の調査項目では必ずしも適切に評価されていない状態についても評価し、必要なサービス量を適切に算定する基準とすること。
(３)　地域生活支援事業について
地域生活支援事業については、その内容について再度検証し、移動支援事業についてさらなる個別給付化の検討を行うとともに、盲ろう者向けの通訳・介助者派遣事業等において実施されているコミュニケーション及び移動の支援といった基本的権利を保障するために必要な事業については個別給付化すること。
　なお、本事業は国の補助事業として位置づけられているが、地域の実情や利用者のニーズに応じた事業が円滑に実施できるよう国庫補助金の枠拡大と事業実績に見合った確実な財源措置を講じること。
(４)　地域移行・地域生活のさらなる推進について　
地域における相談支援体制が強化されるよう、相談支援の中核を担う相談支援専門員の確保に向けた人材養成の仕組みを構築すること。
また、障がい者入所支援施設及び精神科病院等からの地域移行のために重要な役割を果たす地域体制整備コーディネーターの確保及び基幹相談支援センターの安定的な運営のために必要な財源を確保すること。
さらに、事業者がグループホーム等や短期入所などの地域生活の支援を中心とした事業に積極的に参入するよう、引き続き、運営基準や報酬体系等の見直しを検討すること。
加えて、医療的ケアが必要な重症心身障がい児者等が安心して地域で暮らすことができるよう、訪問看護の充実や適切な医療的ケアが提供できる短期入所などの基盤整備や運営のための十分な財源措置や、障がい福祉サービスと医療サービスを一体的に提供できるシステムの構築を図ること。
(５)　障がい児支援施策について
平成24年度からの障がい児支援施策の見直しにより、障がい種別による区分をなくした事業体系への再編が行われたが、きめ細やかなサービス提供が行われるよう、報酬体系や基準の在り方を評価し、障がい特性に応じたものとなるよう適切に見直しを行うこと。
(６)　発達障がい児者支援策の充実について
発達障がい児者支援について、早期の発見や発達支援、相談、就労支援等ライフステージに応じた一貫した切れ目のない総合的な施策の充実を図ること。
特に、専門療育等、障がいに対する個別性の高い支援の提供に見合った報酬体系について検討すること。
(７)　障害者差別解消法の円滑な施行並びに障がい者虐待防止対策への　支援について
障害者差別解消法について、平成28年4月1日からの円滑な施行のため、同法に規定する政府による「基本方針」や主務大臣による事業者のための「対応指針」を、スケジュールを明らかにして早期に策定・公表するとともに、障がい者差別を解消するための支援措置については、国、都道府県、市町村の役割分担を明確にしつつ、具体的な体制整備のあり方を示すこと。
さらに、行政機関が事務事業を行うに当たり、その措置が必要となる「合理的配慮」の具体的な範囲や内容を、「基本方針」等において明らかにすること。
　　障がい者虐待の防止について、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行されたところであるが、専門的知識を有した人材の確保・養成や啓発など、市町村が障がい者虐待防止を円滑に進めるための財源確保も含めた必要な措置を講じること。
あわせて、平成25年度については補助率１/2とされた障害者虐待防止対策支援事業（うち障害者虐待防止・権利擁護研修事業及び普及啓発事業）について、法の趣旨の周知徹底や地方公共団体における円滑な事業執行の観点等から、地方公共団体に負担が生じることのないよう配慮すること。
また、関係省庁との連携のもと、被害者及び養護者に対する支援を充実すること。
(８)　障がい者支援施設の運営体制・機能の強化について
入所者への支援の質の向上を目的として、ケアの質の確保を図る基幹的職員や夜間の支援の充実等に資するよう、職員配置基準のさらなる改善を行うとともに、必要な財源措置を講じること。
あわせて、高齢化による障がいの重度化や重度の重複障がいの利用者などを適切に支援するため、強度行動障がい者に限定された、施設入所サービス費の重度障害者支援加算の要件を緩和すること。
２．障がい者の就労支援の強化
(１)　障がい福祉計画の目標達成に向けた就労支援の抜本的強化について
①　就労移行支援事業の抜本的強化
就労移行支援事業の抜本的強化を図るため、人員や運営に関する要件の厳格化を図るとともに、事業所毎の就労実績等の公表を促すなど障がい福祉サービスの利用者視点に立った制度改善や事業所のアセスメント力の向上支援を行うこと。
また、障がい者や保護者が安心して就労にチャレンジできるよう、職場定着の不調による事業所再利用の際の柔軟対応や、利用者が一般就労移行した場合の報酬変動の影響を緩和する措置を講じる等、事業者が事業所運営に不安を抱くことなく一般就労に向けた支援に積極的に取り組めるような、特例措置を講じること。
②　障害者就業・生活支援センターの体制の充実等
就職、職場定着にかかる支援件数の増加や障がい種別（特性）の多様化、困難性の高い支援ケースなどに対応し、センターがその機能を充分に果たせるよう、個々の登録者や就職、定着支援の実績等に応じた就業・生活支援のための人員等体制の充実並びに必要な財源措置を講じること。とりわけ、生活支援事業については、必置職員の増員や上限補助単価の増額を図ること。
また、支援対象者の規模に応じて、複数設置された圏域においてもセンターの運営に必要な財源措置を講じること。
③　就労継続支援Ａ型事業の強化等
就労継続支援Ａ型事業については、雇用契約に基づく就労を実現するために、就労継続支援B型事業と比べて相応の支援能力が求められるが、報酬単価や人員配置基準はB型事業と同様である。労働者の権利を保障し、生計を立て得る収入の確保を可能とする観点からも、A型事業者が最低賃金減額特例制度を利用することなく安定した事業所運営を行えるよう、報酬単価や配置基準の改善を行うこと。
また、一般就労、福祉的就労の充実はもとより、その中間に位置する社会的雇用など多様な働き方について、試行事業の早期実施を含め、検討を進めること。
(２)　福祉的就労の充実・強化について
地域において障がい者が自立した生活を営むためには、一般就労移行はもとより、福祉的就労の充実・強化を図ることが重要であることから、平成26年度以降も工賃向上に資する取組みの推進に十分な財政措置を講じること。

とりわけ、「共同受注窓口の推進」においては、その機能強化を安定的、継続的に進めることが必要であることから、平成23年度以前から助成を受けている府県についても特別事業として支援の継続を図ること。
さらには、利用者に占める重度障がい者の割合や小規模な施設が多いことなど、地域特性や工賃実績を踏まえた取組みの重点化などを図られたい。
また、施設職員の意識の向上や施設の経営基盤の強化などを進めるため、報酬加算のさらなる拡充を図ること。
(３)　在宅就労に対するさらなる支援について
「障害者の働く場に対する発注促進税制」の対象となる発注先に、在宅就業支援団体等を加えるなど在宅就業障がい者の就労支援に資する方策を講じること。
また、障害者優先調達推進法に基づく中央省庁等の官公需発注の取組みが、全国の在宅就業障がい者等に配分されるよう、必要な措置を講じるとともに、在宅就業障がい者等の就労をさらに促進する観点から、地方自治法施行令（第１６７条の２第１項第３号）に基づく地方公共団体等が随意契約できる業務について、役務の提供、物品の購入に限らず、業務全般となるよう早期の法令改正を関係省庁に働きかけること。
Ⅲ　介護保険制度、高齢者福祉に関する要望
１.介護保険制度の見直し
①　持続可能な介護保険制度の確立
介護保険法等関連法令の改正、介護報酬の改定など、第6期介護保険事業（支援）計画にかかる制度改正については、都道府県及び市町村（保険者）等の意向を踏まえるとともに、十分な準備期間がとれるよう速やかな検討と情報提供を行うこと。特に、国民会議や社会保障審議会で議論となっている、消費税増税分を財源とした公費負担のあり方、サービス利用者負担の見直しや要支援高齢者に対する給付のあり方等については、住民への影響が大きく、保険者において体制等を構築する相当の期間が必要と思料する。
高齢化の進展や独居高齢者の増加により、要介護高齢者の増加や保険料の上昇、保険者間の保険料や利用できるサービスの格差拡大などの課題が顕在化しつつある。このような中、国民に信頼され、介護給付の急速な伸びにも対応できる安定した保険制度を確立するため、保険運営や介護給付の適正化、保険者の規模の拡大などの検討を進めるとともに、高齢者の負担能力に応じた適切な負担の在り方など、給付と負担のあり方について検討すること。
②　保険料の抑制について
保険料収納率の向上と事務の一層の効率化を図るため、65歳到達後速やかに特別徴収が開始できるようにするなど、特別徴収を円滑に行えるよう制度の見直しを行うこと。
また、今後の給付費の増加に見合った公費負担のあり方について、早急に検討すること。
③　介護保険制度における低所得者対策の充実
ア　保険料の見直し
保険料の見直しに当たっては、個人単位で賦課することを基本とし、賦課ベースを医療保険と同様に控除後の所得を基準としたものに改めるとともに、定額制と定率制を併用するなど低所得者に配慮した仕組みとすること。
また、保険者間において低所得者対策に差が生じないよう、保険料の軽減については国の制度として法令で明確に位置づけ、全国統一の基準を設定すること。
　併せて、保険者の事務負担の軽減方策にも配慮した資産の把握方法を確立した上で、所得と活用可能な資産の双方を保険料に反映する仕組みとすること。
イ　利用料の見直し
施設利用に係る補足給付については、介護保険制度の枠外で所得保障政策の一環として位置づけ、事業所の制度利用を義務付けるとともに、給付対象、給付額を拡大すること。特に認知症高齢者グループホームについては、早急に給付対象とすること。
　また、利用料等の負担軽減制度についても、保険者の事務負担の軽減方策にも配慮しながら、その内容を充実させ、対象を拡大する方向で設計し、国の制度として法令で明確に定めること。特に、社会福祉法人による利用者負担軽減制度については、公平性の観点から一般的な施策として見直し、制度化を検討すること。
④　財政調整制度の改善
調整交付金制度の運用に当たっては、その目的に沿った適正な調整を確保するため、3年の計画期間において正確な数値に基づき精算する仕組みとすること。
また、施設の偏在等、保険者の努力で対応困難な介護給付の増大について、適正な財政調整制度を確立すること。
加えて、独居高齢者等の増加が多様な介護ニーズを生んでいることから、独居高齢者の割合に応じた調整交付金など、適切な財政調整制度を創設すること。
⑤　要介護認定等の事務のあり方
要介護認定については、今後さらに介護や支援を必要とする高齢者が増加することなどから、住民にわかりやすく使いやすいものとするとともに、保険者の事務負担や経費の軽減を図るため、認定の有効期間の延長や手続きの一層の簡素化など、さらなる見直しを行うこと。
⑥　サービス付き高齢者向け住宅等における住所地特例の見直しについて
サービス付き高齢者向け住宅の普及による想定外の高齢者人口の流入に伴って、住宅所在地の市町村介護保険の負担が過大となるケースがあることから、有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅について住所地特例の適用を検討すること。
介護保険の適用除外施設の退所者が介護保険の被保険者資格を取得した場合の保険者の取扱いについて、介護保険施設等入所者の住所地特例に準じ、適用除外施設に入所する前の市町村を保険者とするなど、制度の見直しを行うこと。
⑦　自立支援に資するケアマネジメントサービスの提供について
高齢者が、住み慣れた自宅や地域で自立した日常生活を営むため、すべてのケアマネジャーと居宅介護支援事業所が、要介護状態等の軽減または悪化の防止に資するケアマネジメントやサービス提供ができるよう、資格取得前の研修のあり方を含めた資格制度の見直しを行うとともに、介護職員等が意欲を持って働くことができるよう、要介護度の改善がみられる等、質の高いサービスが提供されたと認められる場合には評価する仕組みを検討すること。
２.高齢者保健福祉施策の充実
(１)　地域包括ケアシステムの構築について
①　医療との連携強化
医療・介護サービスが互いに連携しながら効率的に提供するために、地域における医療と介護が連携した体制整備に向け、在宅生活を支える医師・看護師の掘り起しや負担軽減の仕組みとともに、地域医療拠点の整備など市町村が積極的に在宅医療施策に関わる仕組み等について検討すること。
また、医療と介護の連携を円滑に進めるため、医療職が地域ケア会議に参加しやすい環境づくりを進めるとともに、ケアマネジャーの医療知識や連携調整能力の向上を図ること。
②　介護予防・健康づくりの推進
住民が自主的に健康づくりや介護予防、認知症予防に取り組むよう、効果検証に基づいた啓発等を行うとともに、壮年期からの疾病予防や治療、機能訓練等の医療、保健事業と連携した総合的な施策の制度設計について検討すること。
③　生活支援・権利擁護の推進
支援を必要とする高齢者を地域で支える体制を構築するため、地域の見守りや、福祉サービスの充実とともに高齢者が社会を支える側として活躍できるよう、住民参加型の生活支援サービスや生きがい就労などを促進する自助・公助による取り組みの拡充支援に取り組むこと。
また、高齢者が地域で安心して暮らし続けるために、認知症や高齢者虐待に関する広域的啓発や市町村に対する支援を強化するとともに、高齢者虐待の判断基準の明確化や措置後のケア体制の充実を検討すること。さらには、成年後見制度の普及や市民後見人の人材確保を進めるため、介護保険制度の中で制度化を検討するとともに、家庭裁判所による後見人等に係る監督機能の強化を働きかけること。
④　地域包括支援センターの機能強化
高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らし続けられるためには、高齢者のニーズに応じた保健・医療・介護・福祉サービスなどを適切にコーディネートし、提供する体制が必要不可欠である。
この中心的役割を果たすことが地域包括支援センターに求められており、総合相談機能や地域のネットワーク構築の強化に加え、地域の高齢者の実態把握などアウトリーチ機能の強化をはじめ退院時の調整機能の強化には、医療機関などとの多職種連携を図るなど、さらなる機能強化が必要である。
そのため、市町村が地域の実情に応じて積極的な事業を展開できるよう、先進的な事例の提供や財政措置を行うこと。
(２)　在宅高齢者福祉の推進について
国、都道府県及び市町村が助成を行っている単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連合会の活動は、主に自治会単位で実施される地域活動や市町村が推進する介護予防活動等、本来、市町村事業として実施されるべきものであることから、現行制度を廃止し、市町村に対して責任に見合った税財源の移譲を行うこと。
３.介護・福祉施設等の整備推進
①　地域密着型サービス拠点の整備
要介護高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域密着型特別養護老人ホームをはじめとした小規模福祉施設等の整備促進が望まれるため、平成21年度から始まった介護基盤緊急整備等臨時特例交付金において増額された交付金単価については、平成26年度以降も地域介護・福祉空間整備等交付金において恒久的な措置として継続し、平成20年度までと同様に、都道府県にその事務を負わせることなく国において事務を行うこと。
また、介護基盤緊急整備等臨時特例交付金については、基金管理運営要領において事業の実施期限が平成25年度末及び精算期限が平成26年12月末までとなっているが、東日本大震災による影響が残っており、建設資材等の調達に支障が見込まれることから、今後、事業が大幅に遅延するおそれがあるため事業の繰越を可能とするとともに、基金の精算期限を平成27年３月末まで延長すること。
②　地域密着型サービスの普及
認知症高齢者が住み慣れた地域での生活を維持するために有効なサービスとして期待されている「小規模多機能型居宅介護サービス」について、登録、利用人数、夜間人員配置基準の緩和について検討すること。
③　療養病床の再編成
療養病床の再編成については、介護療養病床の廃止期限が平成29年度末に延長されたが、療養病床に係る目標が凍結されており、今後の方針が示されていないことから早急に方針を示されたい。
また、医療療養病床から介護老人保健施設等への円滑な転換を推進するため、国交付金による財政的な支援を含む各種支援措置を拡充されたい。
④　指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービスへの対応
指定通所介護事業所等において実施されている宿泊サービス、いわゆる「お泊りデイサービス」は全国的に拡大傾向にあるが、介護保険適用外の自主事業であり、基準等も定まっていないため、利用者の安全面や処遇面において問題が発生することが懸念される状態にある。
このため、本府では「お泊りデイサービス」の利用者の安全面及び処遇面の確保を目的とする指導基準を策定し、事業者への周知並びに行政指導を実施している。
ついては、国において「お泊りデイサービス」の利用者の安全面及び処遇面の確保を実効あるものとするため、必要な措置を講じること。
Ⅳ　医療保険制度に関する要望
１．医療保険制度の抜本的改革と持続的かつ安定的な運営確保
(１)　国民健康保険制度について
他の医療保険制度に比べて高齢者や低所得者の加入割合が高く、保険料負担率が高いなど、国民健康保険制度が抱える構造的課題に対する抜本的な解決策を示し、地方公共団体の財政に過度な負担が及ばないよう、国において万全の財源措置を講じること。
また、低所得者への対応は全国単位で対応すべき課題であることから、「保険基盤安定制度」は国の負担で対応すること。
そのうえで、国民皆保険制度を堅持し、将来にわたって安定的で持続可能な医療保険制度とするため、地方の意見を十分に反映しつつ、医療保険制度の全国レベルでの一本化を見据えた、国民健康保険の都道府県による広域化を進めること。
広域化の推進にあたっては、財政基盤の安定、負担の公平化、事務の効率化など、スケールメリットを勘案して、都道府県と市町村の役割分担を明確にした上で、法改正を含めた検討を行うこと。
(２)　後期高齢者医療制度について
後期高齢者医療制度については、国民皆保険制度を将来にわたり維持するため、現役世代と高齢者でともに支えあう制度として導入されたものと認識しており、引き続き制度の設計・維持に責任を負う国が、万全の措置を講じること。
なお、現在、国において制度見直しに係る議論が進められているところであるが、国民の視点に立ち、高齢者が安心して必要な医療が受けられるよう、また、将来にわたり安定した保険運営につながるような仕組みとすること。あわせて地方の意見を十分尊重し、地方に負担を転嫁することのないようにすること。
２．福祉医療費公費負担制度の創設と国庫負担金減額措置の廃止
重度心身障がい者やひとり親家庭等のための福祉医療費助成制度は、医療に関わるセーフティーネットとして必要不可欠であることから、全自治体が単独事業として実施しており、事実上のナショナル・ミニマムとなっている。このため、その必要性や現状を重く受けとめ、国において社会保障と税の一体改革を進める中で、早期に全国一律の制度として実施すること。
また、これら地方単独事業の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金減額措置を直ちに廃止すること。
Ⅴ　セーフティネット、福祉基盤の整備に関する要望
１．生活保護制度の再構築と生活困窮者の自立支援
①　生活保護制度の全額国庫負担
生活保護制度は憲法が保障するナショナル・ミニマムとして国の責任において実施すべきものであり、人件費を含む生活保護にかかる経費は全額国の負担とすること。　
②　生活保護制度の見直し
被保護者を稼動年齢層と高齢者層とに区分し、稼働年齢層には就労による自立を主とした支援を、高齢者層には生活保障を主とした支援を行うなど、現行の一元的な仕組みから、人的資源（ケースワーカー等）を効率的に活用できるような制度に再構築し、ライフステージの課題に応じた必要な支援を可能とすること。
③　医療扶助の見直し
被保護者の増加に伴う医療扶助費の増大について、被保護者が医療の適正な受診意識と健康管理への意欲を高められるよう、医療費通知の制度化、一部負担（償還払い）の導入、かかりつけ医の活用等について、検討を行うこと。
④　生活困窮者の自立支援
生活困窮者の自立支援を推進するため、相談事業をはじめとする事業の具体化を図るとともに、十分な財源措置を行うこと。
また、中間的就労事業所の適格性等の認定については、いわゆる「貧困ビジネス」を排除するための具体的な方策を十分検討し、それを踏まえて基準や手続き等を明確にするとともに、認定業務を行うための体制整備等に配慮すること。
２．福祉・介護人材の確保、定着方策の抜本的強化
①　福祉・介護職員の処遇改善
　　平成24年度から創設された介護職員処遇改善加算は平成26年度までの時限措置であり、平成27年度以降については、次期介護報酬改定の中で、基本サービス費において適切に評価を行うという方向で検討されているが、まだ具体的内容は示されていない。介護従事者の処遇改善が確実になされるよう、恒久的な対策を検討し、その詳細を早急に示すこと。
②　福祉・介護の人材確保
福祉・介護の人材確保については、戦略的かつ長期的な視点に立った継続的な事業実施が重要であることから、「緊急雇用創出事業臨時特例交付金（住まい対策拡充等支援事業分）」による事業の実施期間終了後も、引き続き人材の確保・定着に向け、具体的なデータの検証に基づく抜本的な方策を講じるとともに、国において必要な財源を安定的に措置すること。
また、その事業執行にあたっては、都道府県の裁量による柔軟な対応ができるよう必要な措置を講じること。
３．福祉サービスに係る地域区分の見直し
大阪府は、交通網が広域的に整備されており、生活圏、経済圏にも大きな差異は見受けられないなど、いわゆる大都市圏としての特性を有する。
一方、福祉サービスに係る地域区分については、国家公務員の地域手当率を基本として設定されていることから、国の官署がない場合は「その他地域」となるなど、近接市町村間において区分率が大きく異なる場合があり、結果的に人材の確保・定着、福祉サービス提供基盤の整備促進（事業者の参入促進）及びサービス水準に地域格差を引き起こすおそれがある。
地域区分の設定にあたっては、地域の実情を十分に考慮し、こうした課題の解消を図ること。
４．ホームレスの自立支援
ホームレスの自立支援等施策については、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業での対応により、地域の実情に応じた事業推進が行えるよう一定の改善がなされたが、同基金事業の実施期間終了後も、地方公共団体の実施計画が着実に推進できるよう、必要かつ十分な財源措置を講じること。
５．在日外国人無年金者の救済
昭和56年及び60年の国民年金法改正の際に、国民年金の受給資格が得られなかった在日外国人に対し、必要な救済措置を講じること。
また、「特定障害者に対する特別障害者給付金の支給に関する法律」の附則に定められた在日外国人障がい者等への福祉的措置についての検討を早期に行い、所要の救済措置を講じること。
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